戦時下朝鮮人強制動員被害者の名簿など被害認定関係資料の調査と提供について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　小林　久公　(2008/05/30)

1.　緊急な重要課題として
韓国政府は、「1965年に締結された『大韓民国と日本国の間の財産及び請求権に関する問題解決と経済協力に関する協定』と関連し、国家が太平洋戦争前後の国外強制動員犠牲者とその遺族等に人道的次元から慰労金等を支援することによって、彼らの苦痛を治癒し、国民和合に寄与することを目的」(法第1条)として、「太平洋戦争前後の国外強制動員犠牲者等の支援に関する法律」を昨年末に制定し本年9月に施行すべく準備しています。

これは、韓国政府が「被害者の対日請求外交保護権」を放棄したことに対する対応策として、本来、日本政府および関係企業が支払うべき強制動員被害に対する金銭的支払いを韓国政府が代わって実質的に行おうとするものと考えられます。

他方、日本政府は、「個人の財産及び請求権の問題は法的に解決済みである」との立場を表明していますが、本年4月3日にソウル中央地方法院は、「請求権協定により大韓民国国民の日本国及びその国民に対する請求権自体が消滅したと見ることはできないので、(原告被害者)の請求権が請求権協定により消滅したことはないと言える」と判事しました。このように請求権問題は、国際的には「解決済み」とは言えない状況が未だ続いています。

戦後63年を経た現在、韓国の強制動員被害者やその遺家族は高齢になっており一日も早い解決が求められています。しかし、日本側からの名簿資料の提供が不足しており、これまでに届け出た被害申請者22万人のうち約七割の15万人が認定不能の状況にあります。
韓国から海外へ強制動員された朝鮮人被害者のうち、軍人軍属は約30万人、労働者は約70万人の合計約100万人ですが、そのうち日本政府が韓国に渡されている名簿は、約35万人分しかありません。
このままでは、強制動員被害者は、日本によって二度の被害を受けることになりかねません。一度目は強制動員されたことによる被害、二度目は証明資料が不足して被害認定がなされないことによる被害です。

日韓両国市民の和解と世界の平和のために、日本政府と日本市民は何ができ、何を成すべきかが国際社会で求められています。

昨年十一月二十日の日韓首脳会談において、当時の盧武鉉大統領から、日本側の記録について共有できるものは共有してほしいといった要請があり、福田総理大臣は、お話を承りましたと答えました。このことについて衆議院外交委員会の質疑で「記録、資料を共有化し、お互いに協力し合って取り組んでいく、そういうことと理解してよろしいでしょうか。」との近藤昭一議員の質問に、高村国務大臣は「そのように理解していただいて結構でございます。」と答弁しています。

韓国政府からの要請や協力依頼を待つまでもなく、日本政府の事業として強制動員者の名簿など被害認定に関する資料を調査し、韓国に提供し、記録、資料を共有化して、お互いに協力し合って取組んでいくことこそが必要であり、その実現が緊急の課題となっています。

2. これまでに韓国政府に渡された名簿について

　

(1)　70万人と言われる強制労働動員被害者のうち、日本政府が韓国に提供した名簿数は、その約15%の107,911人でしかありません。このことが強制労働動員被害者の認定率が低い原因です。

A. 1991(H3) 年 3月5日に韓国政府に渡した90,804人の労働者名簿
[日本政府が所有していたもの] 　合計　67,658人

1 1946(S21)年厚生省が調査
を行い、労働省が保管していた報告書　16府県     66,990人

　　　岩手、宮城、秋田、茨城、栃木、長野、岐阜、静岡、三重、滋賀、大阪、兵庫、奈良、福岡、佐賀、長崎。(この外に、福岡は386人分が該当企業の了解が得られず渡されていない)

2 防衛庁保管　「特設水上勤務第104中隊」の附表「球第8887部隊軍夫編成表」　668人

[地方自治体等が所有していたもの]　　合計10,794人

3 北海道立文書館　帯広土木現業所が作成した「朝鮮労務者連名簿」等　　　　　　148人

4 北海道開拓記念館　北海道の鉱山が作成した「半島人労務者名簿」等　　　　 　6,551人

5 北海道立図書館　北海道の鉱山が作成した「朝鮮人労働者名簿」等　　　　　　　411人

6 紋別市立郷土博物館　北海道の鉱山が作成した「被保険者資格取得届綴」等　　 2,588人

7 赤平市　安全平和祈願祭の「合祀殉職者名」　　　　　　　　　　　　　　　　　345人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              (北海道　合計　10,711人)

8 豊川市役所　豊川海軍工廠火工部の工員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　198人

9 長崎国際文化会館　長崎県の造船所が作成した「霧島隊便覧」　　　　　　　　　463人

10 長崎国際文化会館　民間人が作成した長崎県の造船所の「福田寮収容者名簿(朝鮮人)」90人

[企業など民間が所有していたもの]  合計　12,352人

11 北海道の炭鉱が作成した鉱業所別過去帳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　219人

12 岩手県と大阪府の製鉄所が作成した朝鮮人労働者の未払金供託報告書等　　　　4,620人

13 民間人が作成した福島県の炭鉱の朝鮮人労働者名簿　　　　　　　　　　　　　　212人

14 茨城県の鉱山が作成した朝鮮人徴用者名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　4,542人

15 長野県の土木工事の「殉職慰霊碑」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3人

16 山梨県の土木工事の「労働者名簿」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　405人

17 兵庫県の鉱山が作成した「健康保険被保険者資格喪失届」及び「厚生年金被保険者資格喪失届」 181人 

18 兵庫県の工場が作成した「新規被徴用者名簿」　　　　　　　　　　　　　　　　 22人

19 韓国人原爆被害徴用者同志会名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　158人

20 山口県の炭鉱が作成した「集団渡航鮮人有付記録」　　　　　　　　　　　　　　518人

21 山口県の炭鉱の水没殉難者の位牌　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　133人

22 民間人が作成した鳥取県の鉱山の朝鮮人労働者名簿　　　　　　　　　　　　　　 64人

23 福岡県の建設会社が作成した「工員名簿」等　　　　　　　　　　　　　　　　　 83人

24 大日本産業報国会が作成した「殉難産業人名簿」　　　　　　　　　　　　　　1,192人

B. 1992(H4)年12月25日に韓国政府に渡した17,107人の労働者名簿

①　福岡県の炭鉱の「従業員名簿」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,394人

②　北海道の炭鉱の騒擾事件に係る「朝鮮人被害者名簿」　　　　　　　　　　　　51人

③　大日本産業報国会が作成した「産業殉職者名簿」　　　　　　　　　　　　　 982人

④　福岡県の炭鉱が作成した「朝鮮人労働者名簿」等　　　　　　　　　　　　　3,203人

⑤　東京都港湾局が作成した「傭員命免控簿」等　　　　　　　　　　　　　　　　　6人

⑥　秋田県の鉱山の朝鮮人労働者昇給名簿等　　　　　　　　　　　　　　　　　　129人

⑦　民間団体が作成した「常磐炭鉱朝鮮人労働者殉職者名簿」　　　　　　　　　  310人

⑧　東京都の工場が作成した「半島応徴士赴任者名簿」等　　　　　　　　　　　　 32人
(2)  韓国政府に渡された軍人・軍属の名簿

　　

　　約30万人と言われる強制軍務動員被害者のうち、渡された名簿記載の実数は243,992人

A.  1995(H5)年10月8日　509冊　マイクロ26巻

1 陸軍　143,211人　「留守名簿」(部隊ごとの軍人・軍属の名簿)

2 海軍　 21,433人　「軍人履歴原表」(海軍軍人の個人ごとの履歴表)

3 海軍　 79,348人　「軍属身上調査表」(海軍軍属の個人ごとの身上調査表)

合計　243,992人

　 　
その他に、上記の名簿類と重複していると思われる6種類の名簿が渡された。

　　　④　陸軍　20,249人　「兵籍・戦時名簿」　(陸軍軍人軍属の個人ごとの履歴表)

      ⑤　陸軍　 2,102人　「工員名簿等」(軍属工員の個人または勤務先ごとの名簿)

      ⑥　陸軍　 7,035人　「軍属船員名簿」(陸軍軍属船員ごとの履歴表)

      ⑦　陸軍　   840人　「病床日誌」(陸軍軍人軍属ごとの診療記録)

      ⑧　陸軍　45,514人　「臨時軍人軍属届」(陸軍軍人軍属の留守家族から提出された届書)

      ⑨　陸・海　6,841人　「俘虜名簿」(捕虜となった軍人軍属の記録表・連合軍作成)

  B.　　厚生労働省社会援護局の説明によると、朝鮮人軍人軍属約11万人分の未払金供託(弁済供託)の供託書正本を所持しているが、それらに添付されている明細書を焼付けCD-ROMにして2007年12月20日に韓国政府に提供した。明細書は、朝鮮人のものと日本人のものと別々に綴じられており、本籍朝鮮人のもの全てを送っており、南も北も一緒になっているものとのことです。

未払い金のうち、報酬、手当、慰霊金や引取費用など、費目ごとに供託している場合もあり、一人の人で複数の供託が行われており、名寄せ処理をしていないため多くの重複があり、実数は、青柳敦子氏が調査した第16回外交記録公開資料の「朝鮮出身のもとの陸海軍軍人軍属（含死亡者）に対する給与について」（厚生省引揚援護局　1956年９月１６日）の1956年8月31日現在の供託人数は、復員者：7万1218人、死亡者：1万8370人、合計：8万9588人、供託金総額　9131万6115円に相当するものと考えられます。

2. 強制連行真相調査団が発表した名簿類について
真相調査団が、これまでに収集し発表した名簿類(末尾に掲載)は79点、合計427,930人となりますが、「77)俘虜名簿」を178,498人として計算しており、それを修正すると朝鮮人の分は約26万人となります。更に、既に日本政府が韓国に提供した名簿類や、「41)倭政時被徴用者名簿（慶尚道）」や、ダブリなどを勘案すると、被害認定に寄与する名簿としては、おおよそ6万人程度の寄与が考えられます。
3. 新たに、日本政府が提供できる名簿・資料類について
(1)　戦時強制動員に関わった旧省庁の後継省庁などに残されている名簿・資料

旧企画院(昭和18年10月31日廃庁)の移入企画、各省事務総合調整関係の資料、

旧厚生省の移入割当て、保健衛生、勤労動員管理、食料手配要請、賃金給与関係の資料、

旧軍需省の所轄事業所に対する勤労動員の資料、

旧農商省の食料関係、被服関係の資料

旧運輸逓信省の渡航、輸送関係、港湾など所管事業場の関係資料

旧内務省の治安関係の資料、

旧大東亜省の海外の事業場に関係する資料、

旧陸軍省、旧海軍省の徴兵・徴用に関する資料、軍工事に関する資料

旧朝鮮総督府、旧樺太庁の強制動員関係の資料

(2)　現在の各省庁が保有している名簿・資料

　外務省　　　引揚げ・送還に関する資料 (外交史料)
　　　　　　　GHQとの連絡調整関係資料

　　　　　　　GHQの預金勘定で、賠償庁が譲渡された朝鮮人口座関係資料

厚生労働省　厚生年金名簿

　　　　　　健康保険関係の名簿

引揚げ・送還に関する資料　(復員、援護局関係史料)
戦後に企業から届けられた未払い金の報告書と名簿
　(労働基準局)
1 未払い金供託を完了した者の企業からの報告書と名簿

2 供託していない預貯金についての企業からの報告書と名簿

3 未払い金を第三者に引渡した場合の企業からの報告書と名簿
戦後に調査した「朝鮮人労務者に対する調査」の名簿
　(職業安定局)
　法務省　　　供託書副本
、

　通産省　　　鉱山などの変災報告書(事故報告書)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)  関係企業が所持している名簿・資料
①　勤労動員関係資料

　　　　「朝鮮労務者連名簿」等の名簿類

　　　　　福利厚生に関する名簿類

②　健康保険、厚生年金に関する名簿類　例えば「被保険者資格取得届綴」等

④
未払金に関する名簿類

⑤
供託金正本

⑤
供託に関する報告書の控え　

　　⑥　事故、災害に関する報告書

　　⑦　死亡に関する記録　例えば北炭の「鉱業所別過去帳」など

(4) 都道府県が保有している名簿・資料

　　　戦後に企業から届けられた未払い金の報告書と名簿
　

未払い金供託を完了した者の企業からの報告書と名簿

供託していない預貯金についての企業からの報告書と名簿

未払い金を第三者に引渡した場合の企業からの報告書と名簿

戦後に調査した「朝鮮人労務者に対する調査」の名簿
　

(5) 市町村が保有している名簿・記録

埋火葬認許証などの写し、
戸籍受付帳及び提出された戸籍届など、

(6)   GHQによって収集され、アメリカ公文書館など保管されている名簿資料

　1945年 10月29日　GHQ覚書「日本の炭鉱における朝鮮人労働者の預貯金及び賃金の朝鮮での支払いについて」で次のような命令を出しました。これらの名簿類はアメリカ国立文書館に保管されていると思われます。
　①　朝鮮へ送金或いは日本銀行の特別口座に預金することを命ずる

②  朝鮮人労働者の氏名、住所、未払い金額、朝鮮国内の受取人の氏名と住所を記載した4枚複写の報告書を総司令部に提出すること。なおこの報告書は毎月提出するものとする。

(7) その他に収集されている名簿・資料
 　　大学、図書館、博物館など公的機関が保有している資料

 　　民間の研究者などが保有している資料　

4. 今後の調査のあり方について

日本政府が行う朝鮮人強制動員関係の名簿資料調査の実施にあたっては、閣議決定を行い、予算処   置と実施体制を整備することが必要です。また、政府役人だけではこのような調査は不可能です。そのことは、これまでの政府の遺骨調査が物語っていますが、徹底的調査をした先例があります。過去に外務省が行った強制連行中国人の調査実績です。その調査では、民間人を嘱託として雇用し調査にあたらせました。このような教訓を生かして戦後六十数年が経過していますが、日本社会の義務として過去の清算の一つとしてこのような事業をやらなければなりません。

韓国の被害認定にどのような資料があるのか、どのような資料が不足しているのか、韓国の真相糾明委員会とも連携し情報の共有を図りながら、実際的で効果的な調査も必要とされています。

<参考資料　朝鮮人強制連行真相調査団が収集した名簿一覧　(洪祥進氏提供)>
1)住友鴻之舞炭坑連行者名簿（北海道)  2,727

2)住友歌志内炭坑連行者名簿（北海道）  963 

3)日曹天塩炭坑連行者名簿（北海道）  791 

4)万字炭坑連行者名簿（北海道）  2,032 

5)北海道炭坑汽船連行者名簿（北海道）  1,893 

6)朝鮮人土木者連名簿（北海道）  148 

7)写真・手当支給等名簿（北海道）  2,598 
8)美唄炭坑死亡者名簿（北海道）  534 

9)赤平市合同殉職者名簿（北海道）  345 

10)朱鞠内ダム工事朝鮮人犠牲者名簿(北海道）  87 

11)名雨線鉄道工事犠牲者名簿（北海道)  36 

12)牧之内飛行場工事犠牲者名簿(北海道)  57 

13)計根別飛行場建設犠牲者名簿(北海道)  28 
14)花岡鉱業所徴用者名簿（秋田）  766

15)宮田又鉱山賃金名簿（秋田）  84 

16)日本製鉄の供託名簿(岩手､大阪､福岡)  3,042 

17)常磐炭田殉職者名簿（福島県）  310 

18)沼倉水力発電所建設工事犠牲者（福島）  33 

19)サクション瓦斯機関徴用者名簿（東京）  21 

20)横須賀海軍建築工事犠牲者名簿(神奈川)  32 

21)豊川海軍工廠工員給与調査表（愛知） 161 

22)中島飛行機半田製作所空襲犠牲者(愛知)  48 

22-A)中島飛行機半田製作所被保険者名簿（愛知）  １,235 

23)神岡鉱山犠牲者名簿（岐阜）  34 

24)都茂鉱山の連行者・労働者名簿（島根）  176

25)岩美鉱山年金・保険計算書名簿（鳥取）  64 
26)川西航空機朝鮮人名簿（兵庫）  38 

27)住友電工伊丹製作所徴用者名簿(兵庫)  22 

28)日本精鉱中瀬厚生年金喪失届(兵庫)  181 

29)播磨造船殉職者名簿（兵庫）  4 

30)朝鮮人労務者に対する調査名簿(兵庫）  13,477 

31)三井玉野造船所逃走者名簿（岡山）  76 

32)呉海軍工廠の連行者名簿（広島）  1,045 

33)東洋工業半島応徴士身上調査表(広島)  94 

34)集団渡航鮮人有付記録(山口宇部炭坑)  453 

35)三井三池炭坑の連行者名簿（福岡） 12,025 

36)三井染科､電気科学工業連行者名簿(福岡)  390 

37)日鉄二瀬鉱業所連行者名簿(福岡）  553 

38)明治炭坑連行者名簿（福岡）  270 .

39)船尾鉱業保険者名簿（福岡）  911 

40)川南工業の連行者霧島部隊名簿（長崎）  496 

41)倭政時被徴用者名簿（慶尚道） 75,000 

42)鮮（台）特別要視察人略式名簿（全国）  1,400 

43)大日本産業報告会｢殉職産業人名簿｣(全国)  1,173 

44)労働災害遭遇者名簿（北海道、福岡）  478 

45)埋火葬認許証･過去帳(北海道･群馬･福岡)  548 

45-A)札幌別院遺骨名簿(北海道）  101 

46)火葬認許証及び変災報告書（長崎）  469 

47)朝鮮人労務者に対する調査名簿(岩手､宮城）  3,450 

48)朝鮮人労務者に対する調査名簿(秋田)  5,793 

49)朝鮮人労務者に対する調査名簿(茨城)  3,378 

50)朝鮮人労務者に対する調査名簿(栃木)  3,984 

51)朝鮮人労務者に対する調査名簿(長野)  1,295 

52)朝鮮人労務者に対する調査名簿(岐阜)  2,160 

53)朝鮮人労務者に対する調査名簿(静岡) 3,959 

54)朝鮮人労務者に対する調査名簿(三重,滋賀､大阪)  990 

55)朝鮮人労務者に対する調査名簿(奈良)  370 

56)朝鮮人労務者に対する調査名簿(福岡) 7,007 

57)朝鮮人労務者に対する調査名簿(佐賀)  10,414 

58)朝鮮人労務者に対する調査名簿(長崎) 10,749 

59)日本海軍作成朝鮮人徴用者名簿  3,151 

60)軍人･軍属死没者名簿(呉､福岡復員部） 1,670

61)被徴用死亡者名簿（陸軍）背浦 京畿・江原・忠清・慶尚・全羅・咸鏡・平安・黄海道 8,430 

62)被徴用死亡者名簿(海軍）背浦 京畿・江原・忠清・慶尚  6,766 

63)被徴用死亡者名簿(海軍）背浦 全羅・咸鏡・平安・黄海道 6,513

64)被徴用死亡者名簿（全羅南道）  2,892 

64-A)陸･海軍徴用船死亡者名簿建， 2,274 

65)太平洋戦争犠牲者名簿 2,323 

65-A)祐天寺（東京）保管遺骨名1,199 

66)朝鮮人軍属名簿（タラワ島）  217 

67)ブラウン環礁玉砕者名簿  230 

68)朝鮮人軍夫名簿（沖縄県本部町）  670 

68-A)農耕勤務隊名簿（第３，第４，第５）  7,367 

69)学徒兵名簿  2,339 

70)浮島丸死亡者名簿  410

71)広島朝鮮人被爆者名簿  576

72)長崎朝鮮人被爆者名簿  2,261

73)沖縄捕虜収容所の朝鮮人名簿  1,600

74)帰国者初期名簿(朝鮮人“慰安婦”147名)  164

75)ハワイ捕虜収容所名簿  2,818

76)ビルマに連行された朝鮮人“慰安婦”  20

77)俘虜名簿（朝鮮人約1万人） 178,498

78)グアム「従軍慰安婦」裁判記録  2

79)朝鮮人陸軍軍人調査  14,542

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　427,930　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

� 　2007年11月現在、155,385人の労働動員被害申請に対し、131,521人が認定できていない。認定率15%。


� 　調査のための通達はまだ発見されていない。金英達氏の調査で「勤発第337号　昭和21年6月17日付　『朝鮮人労務者に関する調査の件』」と件名までは判明している。


� 　北海道開拓記念館の④と重複あり


� 　労働省保管の①と重複あり


� 　北海道開拓記念館の④と重複あり


�   労働省保管の①と重複あり


�   労働省保管の①と重複あり


� 　山口県の炭鉱が作成した「集団渡航鮮人有付記録」⑳と重複あり


� 　1955年の法務省入国管理局統計は364,186名、1962年厚生省統計は242,341名としている。韓国に渡されたこの243,992人は、1962年の厚生省統計をすでに超えている。


　　従って、塚崎氏が指摘している通り、軍人・軍属の動員数は、30万人程度と考えられる。


�　労働者年金保険法　昭和16年3月公布、昭和17年6月施行


　　厚生年金保険法(労働者保険法の改正法)  昭和19年2月16日法21号　全面施行


� 　国民健康保険法　昭和13年4月1日公布　7月1日から施行( 10人以上使用する工業、鉱業、運輸業の事業所に使用される男子労働者を強制被保険者とした)


� 　1946(S21)年10月12日付、厚生省労政局長通達(労発第572号)「朝鮮人労務者等に対する未払金その他に関する件」に関する報告書と名簿がある。


� 　金英達氏の調査で明らかになった「勤発第337号　昭和21年6月17日付『朝鮮人労務者に関する調査の件』」に基づく名簿類。


�  司法省民事局長通達(昭和21年8月27日民事甲第516号)「朝鮮人労務者等に対する未払金等の供託に関する件」において、「各受取人別に金額氏名を列記した内訳書を添付して供託局に提出すること」とされている。


� 　1946(S21)年10月12日付、厚生省労政局長通達(労発第572号)「朝鮮人労務者等に対する未払金その他に関する件」に関する報告書と名簿がある。


� 　金英達氏の調査で明らかになった「勤発第337号　昭和21年6月17日付『朝鮮人労務者に関する調査の件』」に基づく名簿類。
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